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京都大学東アジア経済研究センター 2014年度 第 1回 総会議事録 
    【日  時】2014 年 11 月 4 日（火）12:00―13:00 
    【場  所】京都大学経済学研究科（法経学部東館）8F リフレッシュルーム 
    【出席者】橋本、新留、吉村、後守、中谷、小野、大森、二宮、岩本、徳賀、堀、 











































  徳賀芳弘（東アジア経済研究センター・センター長、 
                   京都大学経済学研究科教授） 
 
1-5.支援会理事の推薦 













  堀  和生（東アジア経済研究センター・副センター長、 
                   京都大学経済学研究科教授） 
  矢野  剛（東アジア経済研究センター・副センター長、 
                   京都大学経済学研究科准教授） 
  曳野  孝（東アジア経済研究センター事務局長、 
                   京都大学経済学研究科准教授） 
  
 なお支援会会則第 4 条の 3)では、6 名の理事を置くことが定められている
が、11 月 4 日総会現在においては 1 名の理事が未定のままとなった。この残










  谷口隆義（公認会計士谷口隆義事務所代表取締役） 
  澤邉紀生（京都大学経済学研究科教授） 
 ＜支援会事務局長＞ 
曳野  孝（東アジア経済研究センター運営委員、同事務局長、 


















京都大学東アジア経済研究センター支援会 201４年度 第 1回 理事会議事録 
    【日  時】2014 年 11 月 4 日（火）13:00―13:30 
    【場  所】京都大学経済学研究科（法経学部東館）8F リフレッシュルーム 
    【出席者】橋本、新留、後守、岩本、徳賀、堀、曳野（司会）、矢野 





 先だっておこなわれた京都大学東アジア経済研究センター2014 年度第 1 回
総会に基づき、京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター支援会（以下、





  会  長  岩本武和  京都大学経済学研究科長 
  副会長  麻生  純  京都大学経済学部同窓会近畿支部長、 
             京都信用保証協会理事 
  副会長  徳賀芳弘  京都大学経済学研究科教授、センター長 






  SMBC 日興證券執行役員 
  理  事  後守祐二
ごもりゆうじ
  京都府商⼯労働観光部海外経済課長 
  理  事  堀和  生  京都大学経済学研究科教授、副センター長 
  理  事  矢野  剛  京都大学経済学研究科准教授、副センター長 
  理  事  曳野  孝  京都大学経済学研究科准教授、センター事務局長 
  監  事  谷口隆義  公認会計士谷口隆義事務所代表取締役 
  （適宜） 
  監  事  澤邉紀生  京都大学経済学研究科教授 
  （適宜） 
 
2. 2013 年度の京都大学経済学研究科東アジア経済研究センタ （ー以下、東ア
ジアセンター）の事業報告は、6 月 2 日開催の東アジア経済研究センター協力
会（以下、旧協力会）理事会で報告・承認済であること、2014 年度事業計画に
















時  間：2015 年 1 月 20 日（火） 16:30―18:00  




 注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第 3 火曜日に行います。2014 年度にお
ける開催(予定)日は以下の通りです。  
  前期：4 月 16 日（火）、 5 月 20 日（火）、 6 月 17 日（火）、7 月 22 日(火)  












































































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11 月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12 月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6        14.1 
1 月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2 月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3 月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4 月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5 月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6 月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年             
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
